
コアとなる事業の概要3つ（事業のタネ）

今後地域の将来像を実現するために必要と考えられる事業を3つ書いてください。
1

現時点で想定される課題・ボトルネック
①なぜこの事業をやるのか
（Why）

今後の事業展開に必要不可欠な消費者からの理解を得るため、環境
意識醸成を図る。

②どの地域資源を活用するか 保津川、自然、霧の芸術祭、観光、スタジアム

③商品・サービスの具体的な
内容は何か（What）

社会のルールとしての条例、環境ロゴマーク、「FLY BAG」、給水スポッ
ト

課題・ボトルネックを乗り越えるために力を借りたい人物・企業像

⑤この事業により地域内で何が循
環するか
またはどのような循環が起こるか

ごみの減量・分別促進→処分費の減額→財政健全化
FLY BAG作成→雇用創出→所得向上→地域経済活性化
環境先進都市ブランディング→郷土愛（誇り）→定住人口増

環境問題等に積極的に取り組む企業
（パートナーシップ協定等の締結を見据えて）
商品やロゴマークのブランディングに知見のある専門家

2
現時点で想定される課題・ボトルネック

①なぜこの事業をやるのか
（Why）

エネルギー代金の地域外流出を抑制、地産地消するシステムを構築
し、地域経済循環率の向上を目指す。

②どの地域資源を活用するか 亀岡ふるさとエナジー株式会社、自然、スタジアム

③商品・サービスの具体的な
内容は何か（What） 再生可能エネルギー

課題・ボトルネックを乗り越えるために力を借りたい人物・企業像

⑤この事業により地域内で何が循
環するか
またはどのような循環が起こるか

エネルギー（太陽光・消化ガス等）
再エネの地産地消→地域内での資金循環→経済活性化

マーケティングの専門家

3
現時点で想定される課題・ボトルネック

①なぜこの事業をやるのか
（Why）

地域の次世代を担う年代への教育の充実により、郷土愛を持ったグ
ローカルな人材を育成する。

②どの地域資源を活用するか 地域の若年層、教育環境

③商品・サービスの具体的な
内容は何か（What） ＩＣＴの利活用等、企業と連携した教育システム

課題・ボトルネックを乗り越えるために力を借りたい人物・企業像

⑤この事業により地域内で何が循
環するか
またはどのような循環が起こるか

教育の充実→郷土愛や誇りを持った人材→人材が地域に根付く→人
口増・様々な知見の還元

各種教育コンテンツ・システムの構築に必要な各種分野の専門家

活動地域・団体名：京都府亀岡市

事業名称：ライフスタイルの改革を促す「かめおかプラスチックごみゼロ宣言」関連事業
事業概要 事業の内容

④誰がこの事業の主たる担い
手か（Who） 地域協議会参画団体、市民

・条例施行や今後の使い捨てプラごみ削減に向けた、消費者と事業者
理解の獲得
・「FLY BAG」に関連する雇用創出を見据える中で、商品化のシステム
構築と市内での製造拠点づくり
・環境ロゴマークのブランディングと積極的運用にあたっての展開方法の
構築

「亀岡市ゼロエミッション計画」に基づく、ごみを出さない地域
社会の実現を目指し、これまでの大量生産・大量消費型のラ
イフスタイルの変革を目指す。環境を切り口にした地域循環
共生圏形成の礎となる「消費者の環境意識」を醸成・共有
する。

○消費者の一番身近な使い捨てプラ製品である「レジ袋」に
焦点を当てたプラ製レジ袋提供禁止条例の運用
○意識の繋がりを表す環境ロゴマークの活用
○将来の雇用創出を見据えた「KAMEOKA FLY BAG
Project」、廃棄処分予定のパラグライダー生地を利用した
アップサイクル製品であるオリジナルエコバッグの普及
○ペットボトル削減を目的にした給水スポット整備

ソフトバンク株式会社、公益財団法人亀岡市環境事業公社

事業名称：亀岡ふるさとエナジー株式会社による再生可能エネルギー普及事業
事業概要 事業の内容

エネルギー代金の地域外流出を抑制し、持続可能なエネル
ギーの地産地消システム構築を目指し、地域新電力会社
「亀岡ふるさとエナジー株式会社」による、再生可能エネル
ギー（太陽光・消化ガス等）の普及を促進する。

・再エネの供給可能量（発電量）の増強
・市内公共施設以外の電力供給先（契約先）の開拓

④誰がこの事業の主たる担い
手か（Who） 亀岡ふるさとエナジー株式会社

事業名称：企業連携やＩＣＴを利活用した教育の充実によるグローカルな人材育成事業
事業概要 事業の内容

ソフトバンク株式会社のＩＣＴを利活用し、環境をはじめと
する教育の充実を図ることで、郷土愛と誇りを持った次世代を
担う人材を育成する。
地域への誇りと郷土愛を持ったグローカルな人材を育成する
教育システムを確立することで、環境先進都市としての地域
ブランドの確立と移住・定住人口の増加に繋げる。

・環境以外の他分野でのＩＣＴを活用した教育コンテンツの作成や確
保
・市内小中学校での導入促進

④誰がこの事業の主たる担い
手か（Who）
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